
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

北海道 赤平市北海道 赤平市北海道 赤平市北海道 赤平市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

14,160
129.88

10,478,738
10,501,273

-22,535

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.22][0.22][0.22][0.22]

類似団体内順位

[ 8/9 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.530.530.530.53
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

0.280.280.280.28
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1.03

0.62

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.22

赤平市の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [106.3%][106.3%][106.3%][106.3%]

類似団体内順位

[ 9/9 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

90.390.390.390.3
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

91.191.191.191.1
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[182182182182,,,,409409409409円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 8/9 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,701116,701116,701116,701
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

136,888136,888136,888136,888

(円)
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99,748

129,252

182,409

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [86.2][86.2][86.2][86.2]

類似団体内順位

[ 2/9 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.997.997.997.9
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.993.993.993.9
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[13131313....49494949人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 8/9 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

8.708.708.708.70

(人)
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23.84

7.08

9.23

13.49

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [29.5%][29.5%][29.5%][29.5%]

類似団体内順位

[ 8/9 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

15.115.115.115.1
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

16.916.916.916.9

(%)
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12.6
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29.5

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[778778778778,,,,648648648648円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 6/9 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

456,703456,703456,703456,703
北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均

666,050666,050666,050666,050

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,389,557

229,553

472,891

778,648

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

赤平市赤平市赤平市赤平市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40404040以下以下以下以下
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140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄
～～～～財政力財政力財政力財政力～　《～　《～　《～　《財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数》》》》
自治体歳入の根幹を成すべき地方税収入の歳入全体に占める割合が９．０％ときわめて低い水準にあり、地方交付税に頼
らざるを得ない脆弱な財政基盤が類似団体平均を大きく下回った要因である。

～～～～財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性～　《～　《～　《～　《経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率》》》》
早期退職制度や退職職員不補充、職員給与の削減などにより人件費の抑制を図り、公債費についても平成１６年度をピー
クに年々減少しているため義務的経費については下降の一途をたどっている。ただし一方で特別会計への繰出金が増加傾
向にあることや、補助費等に関しては一部事務組合への負担金の増加や充当特定財源の減少などの要因によって、昨年度
と比較して若干の改善にとどまっている。

～～～～人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度～　《～　《～　《～　《人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額》》》》
退職者不補充や職員給与の削減により人件費に関しては対前年度比△８．５％となっており。物件費・維持補修費に関して
も健全化計画の推進により対前年度比がそれぞれ△５．７％・△２０．０となっているが、類似団体平均と比較して更なる改
善が必要である。

～～～～将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度～　《～　《～　《～　《人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高》》》》
下段の公債費負担の健全度の項目で示したとおりである。

～～～～公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度～　《～　《～　《～　《実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率》》》》
主に炭鉱閉山後の諸対策（公営住宅など）に要した経費などを含む地方債の元利償還金が、平成１６年度をピークに減少傾向
となっているが、依然として高い水準にある。また特別会計（下水道事業・土地造成事業）や企業会計（病院事業・水道事業）の
地方債に対する繰出基準額も比率が高い要因である。財政健全化計画及び公債費負担適正化計画（ともに平成１８年度策
定、平成１９年度見直し）に基づき普通建設事業等の抑制を図る事により平成２０年度には２７．３％、平成２１年度には２３．
４％と改善する推計となっている。

～～～～定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度～　《～　《～　《～　《人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数》》》》
早期退職制度を導入（平成１９年度まで）し、かつ平成１１年度から続いている一般行政職の退職者不補充を当分の間継続
し、組織のスリム化を図る。


